
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 町の子ども・子育てを取り巻く現状 

 

 

 

 

 



 

１ 大和町の状況 

（１）子どもの人口の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 年齢別就学前児童数の推移 

本町の０歳から５歳の子ども人口は平成28年以降減少しており、平成31年４月現

在で1,654人となっています。特に他の年齢に比べ、０歳の減少率が高くなっていま

す。 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

 

② 年齢別就学児童数の推移 

本町の６歳から11歳の子ども人口は平成27年以降増加しており、平成31年４月現

在で1,808人となっています。８歳以外のすべての年齢で増加しています。 

 

子ども人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年３月末現在） 

  

６歳 ７歳 ８歳 ９歳 10歳 11歳

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

303 319 297 268 225

310 317 324 291 268

315 320 320
303

277

324 332 315
307

288

308 326 322
310

293

296 311 325
318

303

1,856 
1,925 1,903 

1,797 
1,654 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)

資料：住民基本台帳（各年３月末現在）

297 310 305 318 322

291 302 309 304 314

305 285 296 311 301

259 305 281 295 305

262 266 301 282 290
272 257 261 296 276

1,686 1,725 1,753 1,806 1,808 

0

500

1,000

1,500

2,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)



 

 

（２）世帯の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 一般世帯・核家族世帯の状況 

本町の核家族世帯数は年々増加しており、平成27年で5,145世帯となっています。

また、一般世帯に占める核家族世帯の割合は横ばい傾向にあります。 

 

世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

② 18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本町の18歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々増加しており、平成27年で

2,907世帯となっています。また、18歳未満の子どもがいる核家族世帯、及び核家族

世帯の割合も増加傾向となっています。 

 

18歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

平成17年 平成22年 平成27年

18歳未満の子どもがいる一般世帯 18歳未満の子どもがいる核家族世帯

18歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

一般世帯数 核家族世帯数 一般世帯に占める核家族世帯の割合

7,458
8,015

10,147

3,707 4,115
5,145

49.7 51.3 50.7

0.0

20.0

40.0

60.0

0

5,000

10,000

15,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

2,598 2,579
2,907

1,526 1,654

2,123

58.7
64.1

73.0

0.0

25.0

50.0

75.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)



 

 

③ ６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

本町の6歳未満の子どもがいる一般世帯数は年々増加しており、平成27年で1,389

世帯となっています。また、6歳未満の子どもがいる核家族世帯数、核家族世帯の割合

も増加しています。 

 

６歳未満の子どもがいる世帯の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

④ ひとり親世帯の推移 

本町の18歳未満の子どもがいる母子世帯は年々増加しており、平成27年で107世

帯となっています。また、18歳未満の子どもがいる父子世帯も増加しています。 

 

ひとり親世帯の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

  

18歳未満の子どもがいる母子世帯 18歳未満の子どもがいる父子世帯

６歳未満の子どもがいる一般世帯 ６歳未満の子どもがいる核家族世帯

６歳未満の子どもがいる核家族世帯の割合

1,106 1,131

1,389

707
804

1,109

63.9

71.1

79.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

0

600

1,200

1,800

平成17年 平成22年 平成27年

（％）(世帯)

81

96

107

7
12 13

0

40

80

120

平成17年 平成22年 平成27年

(世帯)



 

 

（３）出生の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 出生数の推移 

本町の出生数は増減を繰り返しており、平成29年で291人となり、平成25年と比

較して約1.0割減少しています。 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：衛生統計年報 

 

 

② 母親の年齢（５歳階級）別出生率の推移 

本町の母の年齢（５歳階級）別出生率の推移をみると、平成20年に比べ平成29年

で、20～34歳の割合が減少しているのに対し、35～44歳の割合が増加しているこ

とから晩産化が進行していることがうかがえます。 

 

母の年齢（5歳階級）別出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：衛生統計年報 

  

280 277
315 293 291

0

70

140

210

280

350

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

(人)

平成29年 平成20年

1 .4 8 .9 

28 .2 

34 .7 
23 .0 

3 .8 

0 .0 

2.8

20.5

34.4

40.5

1.9
0.0 0.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

（％）



 

 

（４）就業の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 女性の年齢別就業率の推移 

本町の女性の年齢別就業率は、出産・育児期に落ち込み、再び増加するM字カーブ

を描いています。落ち込みの大きい30～34歳の就業率は平成22年に比べ平成27年

で上昇し、近年ではＭ字カーブは緩やかになっています。 

 

女性の年齢別就業率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

 

② 女性の年齢別就業率（国・県比較） 

本町の平成27年の女性の年齢別就業率を全国、県と比較すると、概ね全国、宮城県

よりは高くなっています。 

 

女性の年齢別就業率（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（平成 27年） 

  

大和町 宮城県 全 国

平成27年 平成22年

14.9 

67.1 65.3 63.2 64.5 
71.4 71.4 70.6 

66.2 

46.7 

31.1 

15.9 

7.1 
4.6 

0.8 
13.7

60.1 61.0 58.6
61.4

68.9 69.4 69.1

59.6

39.8

21.5
13.9

7.8

2.3
1.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

（％）



 

 

（５）教育・保育サービス等の状況 ● ● ● ● ● ● ● 

① 待機児童数の推移 

本町の待機児童数の推移をみると、平成29年以降は減少してきていますが、平成31

年で10人と依然として待機児童がみられる状況です。 

 

待機児童数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：庁内資料 

 

 

 

  

37
45

70

45

10
0

25

50

75

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

(人)



 

２ アンケート調査結果からみえる現状 

（１）子どもと家族の状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 日常的・緊急時にみてもらえる親族・知人の有無 

「緊急時もしくは用事の際には祖父

母等の親族にみてもらえる」の割合が

62.7％と最も高く、次いで「日常的に

祖父母等の親族にみてもらえる」の割

合が 22.6％、「いずれもいない」の割

合が 17.2％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「緊

急時もしくは用事の際には祖父母等の

親族にみてもらえる」「緊急時もしくは

用事の際には子どもをみてもらえる友

人・知人がいる」の割合が増加してい

ます。 

 

 

② 母親の就労状況  

「以前は就労していたが、現在は就

労していない」の割合が 39.0％と最

も高く、次いで「フルタイム（１週５

日程度・１日８時間程度の就労）で就

労しており、産休・育休・介護休業中

ではない」の割合が 24.6％、「パート・

アルバイト等（「フルタイム」以外の就

労）で就労しており、産休・育休・介

護休業中ではない」の割合が 23.8％

となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「以

前は就労していたが、現在は就労して

いない」の割合が減少しています。 

 

  

％

日常的に祖父母等の親族にみ
てもらえる

緊急時もしくは用事の際には祖
父母等の親族にみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる
友人・知人がいる

緊急時もしくは用事の際には子
どもをみてもらえる友人・知人
がいる

いずれもいない

無回答

22.6 

62.7 

2.0 

14.0 

17.2 

0.2 

23.1 

54.2 

0.7 

7.4 

13.9 

0.7 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)

％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）で就労してい
るが、産休・育休・介護休業中
である

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外の就労）で就労してお
り、産休・育休・介護休業中では
ない

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外の就労）で就労している
が、産休・育休・介護休業中で
ある

以前は就労していたが、現在は
就労していない

これまで就労したことがない

無回答

24.6 

8.4 

23.8 

1.6 

39.0 

0.8 

1.8 

20.1 

3.9 

22.9 

1.1 

46.8 

3.3 

1.8 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 500)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)



 

 

 

③ 母親の就労意向（就労者の就労意向） 

「パート・アルバイト等（「フルタイ

ム」以外）の就労を続けることを希望」

の割合が 52.0％と最も高く、次いで

「フルタイム（１週５日程度・１日８

時間程度の就労）への転換希望はある

が、実現できる見込みはない」の割合

が 20.5％、「フルタイム（１週５日程

度・１日８時間程度の就労）への転換

希望があり、実現できる見込みがある」

の割合が 11.8％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「フ

ルタイム（１週５日程度・１日８時間

程度の就労）への転換希望があり、実

現できる見込みがある」の割合が増加

しています。 

 

 

④ 母親の就労意向（未就労者の就労意向） 

「1 年より先、一番下の子どもがあ

る程度大きくなったころに就労したい」

の割合が 44.2％と最も高く、次いで

「すぐにでも、もしくは１年以内に就

労したい」の割合が 31.2％、「子育て

や家事などに専念したい（就労の予定

はない）」の割合が 18.6％となってい

ます。 

平成 25年度調査と比較すると、「す

ぐにでも、もしくは１年以内に就労し

たい」の割合が増加しています。 

 

  

％

子育てや家事などに専念したい
（就労の予定はない）

1年より先、一番下の子どもが
ある程度大きくなったころに就
労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に
就労したい

無回答

18.6 

44.2 

31.2 

6.0 

18.1 

54.2 

23.2 

4.4 

0 20 40 60 80 100

％

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）への転換希
望があり、実現できる見込みが
ある

フルタイム（１週５日程度・１日８
時間程度の就労）への転換希
望はあるが、実現できる見込み

はない

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外）の就労を続けることを
希望

パート・アルバイト等（「フルタイ
ム」以外）をやめて子育てや家

事に専念したい

無回答

11.8 

20.5 

52.0 

1.6 

14.2 

6.2 

38.5 

51.5 

1.5 

2.3 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 127)

平成25年度調査

(回答者数 = 130)

平成30年度調査

(回答者数 = 199)

平成25年度調査

(回答者数 = 271)



 

 

（２）平日の定期的な教育・保育事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 平日の定期的な教育・保育事業の利用の有無 

「利用している」の割合が62.5％、

「利用していない」の割合が 37.1％

となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「利

用している」の割合が増加しています。

一方、「利用していない」の割合が減少

しています。 

 

 

② 平日の定期的に利用している教育・保育事業 

「幼稚園（通常の就園時間の利用）」

の割合が 49.8％と最も高く、次いで

「認可保育所」の割合が 39.9％とな

っています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員が概ね６～19人のもの）」は平成 30年

度調査から新たに追加した。 

  

％

利用している

利用していない

無回答

62.5 

37.1 

0.4 

0.0 

57.5 

42.1 

0.4 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)

％

幼稚園（通常の就園時間の利
用）

幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を延長して預かる事業の
うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基
準に適合した施設で都道府県
等の認可を受けた定員20人以
上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施
設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める
最低基準に適合した施設で市
町村の認可を受けた定員が概
ね６～19人のもの）

事業所内保育施設（企業が主
に従業員用に運営する施設）

その他の認可外の保育施設

その他

無回答

49.8 

8.9 

39.9 

1.0 

3.8 

3.8 

1.6 

1.6 

0.0 

52.1 

6.8 

35.4 

0.0 

‐

0.6 

5.8 

2.3 

3.5 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 313)

平成25年度調査

(回答者数 = 311)



 

 

 

③ 平日、定期的に利用したい教育・保育事業 

「幼稚園（通常の就園時間の利用）」

の割合が 54.3％と最も高く、次いで

「認可保育所の割合が 39.1％、「幼稚

園の預かり保育（通常の就園時間を延

長して預かる事業のうち定期的な利用

のみ）」の割合が 28.1％となっていま

す。 

平成 25年度調査と比較すると、「幼

稚園（通常の就園時間の利用）」「幼稚

園の預かり保育（通常の就園時間を延

長して預かる事業のうち定期的な利用

のみ）」などの割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「小規模な保育施設（国が定める最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員が概ね６～19 人のもの）」「自治体の

認証・認定保育施設（認可保育所ではないが自治体が認証・認

定した施設）」は平成 30年度調査から新たに追加した。 

 

  

％

幼稚園（通常の就園時間の利

用）

幼稚園の預かり保育（通常の就

園時間を延長して預かる事業の
うち定期的な利用のみ）

認可保育所（国が定める最低基

準に適合した施設で都道府県
等の認可を受けた定員20人以

上のもの）

認定こども園（幼稚園と保育施
設の機能を併せ持つ施設）

小規模な保育施設（国が定める
最低基準に適合した施設で市

町村の認可を受けた定員が概
ね６～19人のもの）

家庭的保育（保育者の家庭等
で５人以下の子どもを保育する

事業）

事業所内保育施設（企業が主

に従業員用に運営する施設）

自治体の認証・認定保育施設

（認可保育所ではないが自治体
が認証・認定した施設）

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育（ベビーシッ
ターのような保育者が子どもの

家庭で保育する事業）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民が子どもを預かる事

業）

その他

無回答

54.3 

28.1 

39.1 

13.4 

5.8 

1.2 

4.6 

1.8 

0.4 

2.2 

7.2 

2.4 

4.4 

61.2 

37.0 

42.5 

20.7 

‐

7.8 

9.6 

‐

4.6 

3.9 

11.1 

1.5 

6.1 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)



 

 

（３）地域の子育て支援事業の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 地域子育て支援拠点事業の利用状況 

「利用していない」の割合が76.2％

と最も高く、次いで「児童支援センタ

ーや児童館幼児クラブ」の割合が

20.2％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「児

童支援センターや児童館幼児クラブ」

の割合が増加しています。一方、「利用

していない」の割合が減少しています。 

 

 

② 地域子育て支援拠点事業の利用希望 

「新たに利用したり、利用日数を増

やしたいとは思わない」の割合が

58.7％と最も高く、次いで「利用して

いないが、今後利用したい」の割合が

24.6％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「新

たに利用したり、利用日数を増やした

いとは思わない」の割合が増加してい

ます。一方、「利用していないが、今後

利用したい」の割合が減少しています。 

 

 

（４）病気等の際の対応について ● ● ● ● ● ● ● 

① 子どもが病気やケガで通常の事業の利用の有無 

「あった」の割合が 74.8％、「なか

った」の割合が 20.8％となっていま

す。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)

％

児童支援センターや児童館幼
児クラブ

その他当該自治体で実施して
いる類似の事業（幼児学級どん

ぐりクラブ、子育てすこやか相
談、子育てセミナーなど）

利用していない

無回答

20.2 

8.2 

76.2 

1.0 

12.8 

7.6 

82.3 

0.7 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)

％

利用していないが、今後利用し
たい

すでに利用しているが、今後利
用日数を増やしたい

新たに利用したり、利用日数を
増やしたいとは思わない

無回答

24.6 

9.8 

58.7 

7.0 

0.0 

32.5 

9.6 

46.6 

11.3 

0 20 40 60 80 100

％

あった

なかった

無回答

74.8 

20.8 

4.5 

0.0 

75.2 

22.5 

2.3 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 313)

平成25年度調査

(回答者数 = 311)



 

 

 

② 子どもが病気やケガで通常の事業の利用ができなかった場合の対応 

「母親が休んだ」の割合が 75.2％

と最も高く、次いで「（同居者を含む）

親族・知人に子どもをみてもらった」

の割合が 28.2％、「父親が休んだ」の

割合が 26.5％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「父

親が休んだ」「母親が休んだ」の割合が

増加しています。一方、「（同居者を含

む）親族・知人に子どもをみてもらっ

た」「父親又は母親のうち就労していな

い方が子どもをみた」の割合が減少し

ています。 

 

 

（５）一時預かり等の利用状況について ● ● ● ● ● ● ● 

① 不定期の教育・保育の利用状況 

「利用していない」の割合が82.0％

と最も高くなっています。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

父親が休んだ

母親が休んだ

（同居者を含む）親族・知人に子

どもをみてもらった

父親又は母親のうち就労してい
ない方が子どもをみた

ベビーシッターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番を

させた

その他

無回答

26.5 

75.2 

28.2 

21.8 

0.0 

1.3 

3.4 

0.0 

0.0 

19.2 

64.5 

37.2 

27.8 

0.0 

0.9 

3.4 

1.3 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 234)

平成25年度調査

(回答者数 = 234)

％

一時預かり（私用など理由を問

わずに保育所などで一時的に
子どもを保育する事業）

幼稚園の預かり保育（通常の就
園時間を延長して預かる事業の
うち不定期に利用する場合の
み）

ベビーシッター

その他

利用していない

無回答

7.8 

8.6 

0.0 

0.4 

82.0 

2.4 

8.1 

10.5 

0.0 

1.5 

78.4 

2.0 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)



 

 

 

② 宿泊を伴う一時預かり等の有無 

「あった」の割合が 21.4％、「なか

った」の割合が 75.2％となっていま

す。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

③ 宿泊を伴う一時預かり等の対応 

「（同居者を含む）親族・知人にみて

もらった」の割合が 87.9％と最も高

く、次いで「仕方なく子どもを同行さ

せた」の割合が 19.6％となっていま

す。 

平成 25 年度調査と比較すると、大

きな変化はみられません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

％

あった

なかった

無回答

21.4 

75.2 

3.4 

0.0 

23.8 

74.7 

1.5 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 501)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)

％

（同居者を含む）親族・知人にみ

てもらった

保育事業（認可外保育施設、ベ

ビーシッター等）を利用した

仕方なく子どもを同行させた

仕方なく子どもだけで留守番を
させた

その他

無回答

87.9 

0.0 

19.6 

0.9 

1.9 

0.0 

0.0 

83.7 

0.8 

21.7 

0.0 

4.7 

0.0 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 107)

平成25年度調査

(回答者数 = 129)



 

 

（６）小学校就学後の過ごさせ方について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の小学校就学後（低学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が 54.3％と最も高

く、次いで「放課後児童クラブ（学童

保育）」の割合が 51.9％、「習い事（ピ

アノ教室、サッカークラブ、学習塾な

ど）」の割合が30.9％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「放

課後子ども教室」の割合が増加してい

ます。一方、「習い事（ピアノ教室、サ

ッカークラブ、学習塾など）」の割合が

減少しています。 

 

 

 

 

 

② 就学前児童保護者の小学校就学後（高学年）の放課後に過ごさせたい場所 

「自宅」の割合が 65.4％と最も高

く、次いで「習い事（ピアノ教室、サ

ッカークラブ、学習塾など）」の割合が

51.9％、「児童館（自由来館）」の割合

が 25.9％となっています。 

平成 25年度調査と比較すると、「自

宅」「児童館（自由来館）」「放課後子ど

も教室」の割合が増加しています。一

方、「放課後児童クラブ（学童保育）」

の割合が減少しています。 

 

 

 

  

平成30年度調査

(回答者数 = 195)

平成25年度調査

(回答者数 = 400)

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童館（自由来館）

放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

54.3 

9.9 

30.9 

14.8 

16.0 

51.9 

4.9 

16.0 

0.0 

0.0 

49.7 

11.5 

43.8 

18.3 

6.7 

47.9 

0.4 

16.3 

1.8 

0 20 40 60 80 100

％

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）

児童館（自由来館）

放課後子ども教室

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他

無回答

65.4 

12.3 

51.9 

25.9 

23.5 

22.2 

4.9 

19.8 

2.5 

0.0 

52.9 

11.5 

48.8 

18.9 

6.3 

30.1 

0.0 

17.7 

10.0 

0 20 40 60 80 100

平成30年度調査

(回答者数 = 81)

平成25年度調査

(回答者数 = 541)



 

 

（７）子育て全般について ● ● ● ● ● ● ● 

① 就学前児童保護者の子育てに関する悩みや不安 

「子どものしつけ」の割合が46.1％

と最も高く、次いで「育児による疲れ

やストレス（イライラ）」の割合が

41.7％、「子育てにかかる経済的な負

担」の割合が35.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 501 ％

子どもとの接し方

子どものしつけ

子どもの心身の発育・成長状態

子どもの健康状態

子どもの性格や行動

子どもの栄養や食事内容

育児による疲れやストレス（イラ
イラ）

子育て仲間や近所のつきあい

子どもに遊び友達ができないこ
と

幼稚園や保育所での子どもの
様子

夫婦間、父母などとの子育ての

考えの違い

配偶者の子育てへの関心やか

かわりの少なさ

子どもと接する時間が足りない
こと

自分の自由な時間が持てない

こと

子育てと仕事、家事の両立の難

しさ

勉強やこれからの進学のこと

子育てにかかる経済的な負担

子どもをとりまく社会環境の変

化

その他

特に不安や悩みはない

無回答

21.2

46.1

27.5

16.8

30.1

28.3

41.7

17.4

4.4

12.4

10.4

11.8

14.2

26.7

34.9

21.4

35.5

20.4

2.2

6.4

2.6

0 20 40 60 80 100



 

 

② 就学前児童保護者の子育てに関する悩みや不安などの相談相手  

「配偶者」の割合が75.8％と最も高

く、次いで「父母（子どもの祖父母）」

の割合が 59.7％、「友人、知人、近所

の人」の割合が 55.7％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 501 ％

配偶者

父母（子どもの祖父母）

親戚

友人、知人、近所の人

子育ての仲間

幼稚園、保育所

児童支援センター

町の相談窓口

医師

児童委員

児童相談所

インターネット

誰にも相談しない

その他

相談相手がいない

無回答

75.8

59.7

8.8

55.7

19.0

17.4

5.4

4.2

4.2

0.6

1.6

6.0

3.8

3.6

0.8

1.8

0 20 40 60 80 100



 

 

③ 就学前児童保護者の大和町における子育てしやすさ 

「そう思う」と「どちらかというと

そう思う」をあわせた“そう思う”の

割合が 53.5％、「どちらかというとそ

う思わない」と「そう思わない」をあ

わせた“そう思わない”の割合が

28.2％となっています。 

 

 

 

 

 

④ 就学児童保護者の大和町における子育てしやすさ 

「そう思う」と「どちらかというと

そう思う」をあわせた“そう思う”の

割合が 55.3％、「どちらかというとそ

う思わない」と「そう思わない」をあ

わせた“そう思わない”の割合が

26.8％となっています。 

 

 

 

 

 

  

回答者数 = 501 ％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

分からない

無回答

8.0

45.5

17.2

11.0

16.6

1.8

0 20 40 60 80 100

回答者数 = 470 ％

そう思う

どちらかというとそう思う

どちらかというとそう思わない

そう思わない

分からない

無回答

9.1

46.2

17.7

9.1

14.0

3.8

0 20 40 60 80 100



 

３ 子ども・子育てを取り巻く課題 

本町の子ども・子育てを取り巻く現状や、アンケート調査の結果を踏まえ、課題を

整理しました。 

 

（１）保育の量的な整備 ● ● ● ● ● ● ● 

国においては、「子育て安心プラン」において、令和2年度末までに待機児童の解消

を目指していますが、本町においては、依然として待機児童が見られ、その対策が急

務となっています。 

アンケート調査では、フルタイム、パート・アルバイト等で就労している母親の割

合は５割半ばとなっているものの、パート・アルバイト等で就労している母親のフル

タイムへの転換希望の割合は約３割、未就労の母親の就労希望の割合は７割半ばとな

っています。平成25年度調査と比較すると、就労している母親が増加しています。 

今後、保護者の就労状況の変化等により、保育の必要性がある家庭が増加すること

が考えられます。幼児教育・保育無償化によるニーズの増加を適切に見込み、幼稚園、

保育所の受け皿の確保とともに、教育・保育の質を高めていく必要があります。 

また、国では、「新・放課後子ども総合プラン」において、近年の女性就業率の上昇

等により、更なる共働き家庭等の児童数の増加が⾒込まれる中、「小１の壁」を打破す

るため、放課後児童クラブの受け皿の整備を目標として掲げています。 

放課後の過ごし方について、アンケート調査では、低学年のうちは、放課後児童ク

ラブの希望が高く、５割を超えています。放課後の居場所に対するニーズがさらに高

まることが予測される中、地域の人材や地域資源を活用した段階的な子どもの居場所

づくりが求められます。 

 

  



 

 

（２）地域子ども・子育て支援の充実 ● ● ● ● ● ● ● 

少子化や核家族化、地域のつながりの希薄化が進むにつれ、子育ての不安や負担を

一人で抱えている親が増加しています。国においては、子育て世代包括支援センター

を令和2年度に全国展開をめざし、妊娠期から子育て期にわたる様々なニーズに対し

て総合的相談支援を提供することをめざしています。 

アンケート調査では、日頃、日常的に子どもを見てもらえる親族・知人が「いずれ

もいない」が１割半ば、子どもの子育てをする上で、相談できる人・場所の有無で「相

談相手がいない」の割合が0.8％とわずかではあるものの、身近に子どもをみてもらえ

る親族・知人がいなかったり、相談相手がいない人がいます。子育てで、不安に感じ

ている、困っていることとしては「子どものしつけ」「育児による疲れやストレス（イ

ライラ）」「子育てにかかる経済的な負担」など多様な悩みを抱えています。 

妊娠、出産、産後、子育ての不安が解消され、安心して子どもを生み育てることが

できるよう、子育てに関する不安の軽減や知識の向上、支援が必要な家庭に対しては、

医療・保健・福祉・教育が連携し、切れ目のない支援を実施することが必要です。 

さらに、子育ての相談窓口をはじめ、子育てに関する情報提供の充実を図る必要が

あります。 

また、全国的に病児保育施設は増加しているものの、共働き家庭やひとり親家庭の

増加のなか、子どもが病気になった際の預け先として、病児保育のニーズは高まって

います。 

アンケート調査では、子どもが病気やけがで教育・保育事業を利用できなかった人

で、父親、母親が休んで対応した人のうち「できれば病児・病後児保育施設等を利用

したい」が４割半ばとなっています。 

今後、病児・病後児保育等、緊急の際のサービスについてのニーズに対応していく

ことが重要です。また、こうした動向も踏まえながら、多様な子育て支援サービスの

提供体制を検討していくことが求められます。 

  



 

 

（３）すべての子どもや子育て家庭への支援 ● ● ● ● ● ● ● 

保育所等における障害のある子どもの受入れは年々増加しており、保育所等におけ

る支援の一層の充実が求められています。また、障害のある子どもの保育については、

一人一人の子どもの発達過程や障害の状態を把握し、適切な環境の下で、子どもの状

況に応じて実施することが必要です。 

本町では平成30年３月に第５期障がい福祉計画・第１期障がい児福祉計画を策定し、

障害児施策の推進に努めています。 

今後も、発達障害をはじめ、発達に課題のある子どもと家族への継続した相談支援・

発達支援・啓発活動と研修等を、関係機関と連携を図っていくことが必要です。 

また、障害のある子どもや発達に課題のある子どもが、保育、教育、就労へと移行

する際に、医療機関や学校、児童発達支援センター等関係機関と情報を共有しながら

連携を図ることが必要です。 

 

さらに、児童虐待への対応については、従来より制度改正や関係機関の体制強化な

どにより、その充実が図られてきました。しかし、深刻な児童虐待事件が後を絶たず、

全国の児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数も増加を続けており、依然

として社会全体で取り組むべき重要な課題となっています。 

改正児童虐待防止法では、親の子どもへの体罰の禁止、児童相談所の体制強化等を

盛り込み、児童虐待の更なる防止に努めています。 

アンケート調査では、就学前児童調査で、子育てで不安や負担と感じることとして、

「子どものしつけ」の割合が４割半ばとなっています。また、「育児による疲れやスト

レス（イライラ）」の割合が約４割となっており、子育てへの不安を抱える保護者が多

くいることがうかがえます。また、就学児童調査でも同じように子どものしつけにつ

いての悩みがみられ、子どもの成長に合わせてどのように対応すべきか悩んでいる姿

がみてとれます。 

子育ての不安に寄り添えるように、日頃から相談しやすい体制づくりと関係の構築

を図ることが必要です。また、児童虐待防止の広報・啓発の充実に努めるとともに、

要保護児童対策地域協議会の機能強化を図り、子どもの虐待（疑いを含む）を発見し

た際に、速やかに通告し連携、支援できる体制を強化することが求められます。 

 

  



 

 

 

加えて、国においては、ひとり親における家庭の経済的な状況が子どもの育ちに影

響を及ぼす「子どもの貧困」が問題となっています。平成28年度の国民生活基礎調査

によれば、子育て中の一般世帯の平均年収に比べ、母子世帯は約1/3となっており、

特に母子家庭における経済的困窮が顕著となっています。 

アンケート調査では、子どもの子育てをする上で、相談している人・場所について、

「配偶者」「友人、知人、近所の人」「父母（子どもの祖父母）」の割合が高くなってい

ます。 

支援が必要な家庭に、適切なサービスや支援を結び付けるとともに、地域の支援者

と連携しながら、生活に困難を抱える家庭への支援を行うことが必要です。特に、ひ

とり親家庭の生活の安定と自立を支援するため、日常生活を支援し、相談体制を充実

することが求められます。 

 

 

 



 

 


